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総合政策学ワーキングペーパーシリーズ　No.94

テクスト意味空間分析法を実現する

TextImi の紹介

舘野昌一 *・深谷昌弘 **

2006年 3月

21 世紀 COE プログラム

「日本・アジアにおける総合政策学先導拠点」

慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科

　本稿は、2003年 5月に執筆者・舘野が執筆者・深谷および深谷研究室・ソシオセマンティクス工

房の学生たちと巡り会って以来、毎週 1回の TextImi開発研究会の活動の中で議論してきたことを元

に記述した。共に開発研究を進めてきた学生諸君に感謝する。また、富士ゼロックス株式会社の滝口

研究本部長、山崎 FXPALジャパン所長に感謝する。

　なお、本研究は、2003年秋からの COE活動の成果を含む。

*   富士ゼロックス株式会社研究本部（FXPALジャパン）；慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究

科（tateno.masakazu@fujixerox.co.jp）

**慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科／総合政策学部（fukaya@sfc.keio.ac.jp）
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テクスト意味空間分析法を実現する TextImi の紹介

舘野昌一・深谷昌弘

【概要】

　富士ゼロックス株式会社では、2001年秋ごろから舘野を中心として研究本部（FXPALジャパン）

で、米国 Xerox Corporationの Xerox Research Centre Europe （XRCE）の言語処理ソフト XIP （Xerox 

Incremental Parser）を使った日本語処理の研究を行ってきている。さらに、2003年の春以来、深谷（慶

應義塾大学総合政策学部）が提唱する「テクスト意味空間分析法」を実現するシステム、TextImiの

研究・開発を、深谷研究室・ソシオセマンティクス工房とともに活動を続けてきている。これに加え

2003年秋からは、慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスにおける 21世紀 COEプログラム「日本・アジ

アにおける総合政策学先導拠点－ヒューマンセキュリティの基盤的研究を通して－」の一環としても

活動している。本稿では、まず始めに、言語研究の特殊性を述べる。次に、言語理解、翻訳を目指す

という観点から、コンピューターを使った言語研究（自然言語処理研究）が、これまでにどのように

なされてきたかを概観する。そして現状においては、その目的を達成するには、コンピューターだけ

では、自然言語処理の結果が満足のいくものにはならないことを示す。その一方で、人々がどのよう

に考えているかを知ることができれば、よりよい意思決定ができる場合がとても多いので、それを実

現する方法の一つとして、大量のテクスト・データから、そこに書かれている意味を読み解くことが

重要であることを述べる。そして、意味を解釈するのは人であり、それを支援するのがコンピュータ

ーの解析であるという設計思想のテクスト意味空間分析法を紹介し、作成されたシステム：TextImi

の概要について述べる。

キーワード：テクスト意味空間分析法、自然言語処理、アンケート、係り受け、基礎意味チャンク、

総合政策学
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1. 序論

1.1. 言語研究の特殊性

　人は、話すとき、聞くとき、書くとき、読むときに言語を使っている。言語の研究の特殊性はそこ

にある。つまり、すべての人が言語を研究できる立場にあり、常に試行錯誤している。たとえば、「『走

る』が変化して『走れる』になるのだから、同じように『食べる』が変化して『食べれる』になる」、

という「一般化理論」により、「食べれる」のような「ら抜きことば」が生み出される、といった社

会現象が発生する。（ちなみに、学校文法では、「走る」と「走れる」は別の語として扱われている）。

このような試行錯誤の結果、多くの人々に使用されるようになったものが残り、さもなければ、自

然淘汰される。その結果が現在使われている言語である。このように、誰もが言語に関する仮説を

設定し、検証を行うことができる。

1.2. 言語の種類

　世界には、たくさんの言語がある。大きく分類すると、次のような 3通りがある。

（1）孤立語

　動詞が全く活用しない言語で、中国語などがこれにあたる。

（2）屈折語

　動詞が活用する言語で、英語・フランス語・ドイツ語などヨーロッパの言語はすべてこれにあたる。

（3）膠着（こうちゃく）語

　動詞が活用し、さらに他の品詞がその後に付け足される言語で、日本語、朝鮮語、トルコ語など

がこれにあたる。

　これとは別に、自然言語と人工言語という言い方がある。人が日常使っている言語は、人類の歴

史とともに、時間をかけて発明されて改良されているので、自然言語である。プログラミング言語は、

最近発明されたので、人工言語である。

1.3. これまでの自然言語処理研究の流れ

　誰もが行いうる言語研究は、新しい言語現象を発明・発見するという点でとても興味深いものであ

る。しかし、このようにして発生した言語現象を分析するということは、必ずしも誰もが行っている

ことではない。また、何も道具を用いないで行うには人の負担が大きすぎるので、コンピューターを

用いて行うのが普通である。このようなコンピューターを用いた言語の分析研究は、他言語で話され・

書かれた内容を知りたいという「機械翻訳」（または自動翻訳）の欲求と、人が読み・聞きする過程

を知りたい、という「言語理解」の欲求との二つが出発点になっている。まず、機械翻訳について

は、1952年に世界初の機械翻訳の会議 [6]がマサチューセッツ・工科大学（MIT）で開催されている。

言語理解については、人は生まれながらにして言語を理解する仕組みがあるとして、それをユニバ

ーサルグラマーと呼び、その研究が 1950年代以来、行われている。
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1.4. コンピューターによる自然言語処理のステップ

　人が話し・書いた言語は、コンピューターにより次に示すステップに分けて処理される。なお、す

でに文字により記述されているものを対象とする場合は、（2）から始める。

（1）音素解析・音韻解析

　話す声を解析して、発音記号列にすること、あるいは文字列にすること。

（2）形態素解析

　文字列により表現された文を形態素の列に分割し、各形態素に、品詞・素性を割り当てること。

たとえば、英語の場合、

　　The children were playing.

という文の場合、

the（定冠詞）, child（名詞 , 複数形）, play（動詞 , 過去進行形）, .（句点）

のように分析することである。ここで、文の中に現れる形態素を表層形と呼ぶ。この例では、

childrenなどである。また、解析の結果得られたものをレンマと呼ぶ。この例では、child（名詞 , 

複数形）などである。レンマは目的に応じて、決めればよく、通常は、辞書での表記を採用する。

日本語の場合、たとえば、

　　子供たちが遊んでいる。

という文の場合、

子供（名詞）、 たち（接尾辞）、 が（助詞）、 遊ぶ（動詞、 連用形）、 て（助詞）、 いる（動詞、 終止連体

形）、 。（句点）のように分析する。英語との違いは、語間に境がないので、語への分割も含まれる

ことである。

（3）構文解析

　形態素列を入力とし、英語の場合は、主語、述語、目的語、関係節など、文の構造を決定するこ

とである。たとえば、さきほどの例では、

children（主語）, were playing（述部）

というように解析することである。日本語の場合、係り受け関係を決定することである。たとえば、

さきほどの例では、

子供たち（係り）、遊んでいる（受け）

というように解析することである。

（4）意味解析

　構文解析結果を入力とし、文の意味を決定すること。複数の文を対象とする場合も含む。

（5）談話解析

　意味解析結果を入力として、段落や章が表現していることを決定する。

1.5. 自然言語処理の不確実性・不確定性

　ここで、図 1にあるように、「私は暇で公園にいる少女を見た。」という文を解析する場合を考えて
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みる。この文で、「暇」なのは誰だろうか。私が「暇」なのか、少女が「暇」なのか、である。その

どちらかであるかは、この文だけでは判定できない。つまり、図１の（A）のように、「私は」が「暇で」

に係るのか、それとも、そうではなく、（B）のように、「暇で」が「公園にいる」に係るのかである。

これを判定するには、前後の文がどうなっているかを見ることによりわかる場合がある。つまり、構

文解析をするためには、意味解析の結果を利用することになる。これは一見、うまい解決法のように

も見えるが、まだ構文解析が終わっていない段階で、構文解析の結果を使った意味解析を使うという

ことになる。つまり、意味解析は構文解析の結果を利用することという前提を覆すことになり、段階

的に解析を行うという解析手法を否定することになる。それでは、解析技術が進むことにより、この

種の問題は解決されるのだろうか。筆者は、それを積極的に否定する立場である。つまり、1文の解

析を行うのですら、解析に必要な情報が不足するため、つまり不確実であるため、自動的に行うこと

は、当面、困難である、それと同時に、意味は、もともと多義であり、確定していない意味を人は意

味解釈しているが、それをコンピューターに行わせることは困難である、と割り切る立場である。こ

こで「当面」というのは、少なくとも今後 10年程度を想定している。あるいはもっと長くかかると

言った方がいいのだろう。認知論的アプローチはこの立場である。表現は言語だけではないし、言語

の中に表現されているものには、語られていない文化的背景を含むことも多い。そのような状況を考

えれば、当然のことである。

1.6. 自然言語に関連する諸研究分野

　さて次に、マクロな観点から自然言語処理技術を捉えていくこととする。ここでは、図 2に示すよ

うに、形式言語理論、計算理論、認知理論の三つの観点から、自然言語処理技術を概観する。

図１　あいまい性がある文例。「暇」なのは誰かがあいまいである。
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（1）計算の理論

　1936年に、A.Turingが、現在のコンピューターの動作原理を考え出した。計算の形態により複雑

さが分類され、単純なものから順に、有限オートマトン、プッシュダウン・オートマトン、線形有界

オートマトン、チューリングマシン、の四つに分類されている。単純なものほど一定した解析結果が

期待でき、処理速度が速い。そこで、自然言語処理のアルゴリズムをできるだけ単純なものにとどめ

る努力が行われている。有限オートマトンを用いた自然言語処理研究が行われるのは、そのためであ

る。

（2）形式言語理論

　1950年代から始まる N. Chomskyによる理論（生成文法、普遍文法、変形文法、など）に触発され、

多くの自然言語処理理論が生まれてきている。主要なものとして、Tree-Adjoining Grammar、一般

化句構造文法（頭部駆動句構造文法）、語彙機能文法などがある。Chomskyにより、文法の複雑さが

分類され単純なものから順に、正規文法、文脈自由文法、文脈依存文法、句構造文法の四段階に分け

られることが提唱された。

　なお、1973年になって、Stanley Petersらにより、チューリングマシンなど計算の複雑さを示す四

つの段階と句構造文法など文法の複雑さを示す四つの段階がそれぞれ同じ複雑さであることが示され

た [8]。文法の複雑さには神秘性がないことが証明されたわけである。

（3）認知理論

　人間は、連続したものは、7個までは記憶できるがそれを超えると難しくなることが、1956年 J. 

Millerにより示された [7]。この場合、「もの」とはひとかたまりとして扱われていれば、長いもので

図２　形式言語理論、計算理論、認知理論の観点から見た自然言語処理技術
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もいい。このような人間寄りの研究が、1950年代に始まっている。1991年に、S. Abney[5]が、文

を区切りながら読む、その区切りにより分割されたものをチャンクと呼び、このような分かれ方を基

本とする言語解析方法を提案している。この分割方法は、形式言語学で行われてきた方法とはまった

く異なる。たとえば、形式言語学では英語の場合、動詞と目的語をまとめた動詞句を解析結果として

まとめていくのが普通であるが、Abneyはそのようなまとめ方ではなく、むしろ動詞は主語と結び

つけて解析するものとしている。執筆者・深谷ら [1][2][3][4]は、社会現象は、客観的に表現される

ものとして存在するのではなく、各人の心の中で、「意味づけ」られて存在するものとしている。そ

してその意味づけを表現する構成要素としての意味のかたまりとして、「意味チャンク」という考え

方を導入している。これは S. Abneyのチャンクよりも拡張した内容となっており、現在も継続して、

「テクスト意味空間分析法」として研究が行われている。

2. 新しいアプローチの紹介

　筆者は、「テクスト意味空間分析法」の立場に賛同し、文は不完全なものであることを前提とし、

コンピューターによる解析には限界があるという立場を取っている。本稿では、このような限界を積

極的に認めた上で、人とコンピューターによる実践的な言語解析方法を紹介する。

2.1. 人々の思いを知ることの重要性

　人々が何をどのように感じ・思い・考えているかを知ることができれば、よりよい意思決定ができ

る場合はとても多い。たとえば、企業においては、顧客が何を求めているかがわかれば、よりよい商品・

サービスを見出すことができる。具体的には、お客様の声や社員の声の自由回答文が意味することを

知ることにより、お客様や社員の満足度を改善する方法を見出すことができる。市場調査のアンケー

トから、何を市場が望んでいるかを知ることにより、企業の明確な方向を見出すことができる。また、

住民が望む政府・地方自治体の政策立案ができる。

　人々の考えを表明する手段としては、アンケートの自由記入欄、新聞の投稿欄、Webへの書き込

みなどがある。これらはあらかじめ用意された質問に答える、ということではなく、書き手の自由意

思・自由想起により表現されるという点で重要であるにもかかわらず、これまでその内容を把握する

方法が、分析者による読み込み以外に確立されてこなかった。解析するために読み込むことは重要な

作業であるが、解析者にとっては、時間がかかり、緊張がともなうため、どうしても必要な場合以外

は行われていないのが現状である。
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3. 解析の実際

　ここでは、「携帯電話の不満」に関するアンケート（国連社）を用いて、本システムを使った解析

の様子を説明する。このアンケートは、インターネットを用いて行われたもので、全体で約 2,400人

からの回答がある。表 1のコメント欄に内容の一部を示す。性別と年齢のように、回答者の属性を示

す項目を、ここではテクスト外属性と呼ぶことにする。

3.1. 解析の目的

　この例では、携帯電話の不満を聞いている。そこで解析の目的は、携帯電話にどのような不満があ

るかを知ることである。

3.2. 解析手順

　従来は、解析者が、アンケートの自由記述欄を読み込んで、さまざまな角度から検討して、結果を

取りまとめていく作業を行う。したがって、読み込み作業に時間がかかり、今回のデータの場合、数

日から 1週間を必要とする。本方法では、あらかじめ索引作成処理を行う。この処理では、CSV形

式のファイルを入力として、種々の解析を行い、その結果をデータベースにテーブルとして保存する。

次に、得られたテーブル類を解析者が順に見ながら、必要となる検索を行い、結果として、そのテク

スト・データに書かれた内容を読み取る。

3.2.1. 出現語からの分析

　解析者による分析は、最初に名詞、動詞、形容詞、形容動詞のそれぞれを、語の出現数が多い順に

並び替えて作成された出現語頻度表を見ることから始める。表 2に例を示す。

　ここで、どのような語が多く語られているかがわかる。この例では、名詞の中に、人、携帯、便利、

マナー、子供、などがあることがわかる。この中で、今回の主題である携帯電話やその同義語を除い

たものを、副主題と呼ぶ。そのテクスト・データにおける典型的な意見を見出すには、主題が副主題

表１「携帯電話の不満」に関するアンケートの一部。このようなテクスト・データが約 2,400 行ある。
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との関連においてどのように語られているかを見ることはとても有用である。次に動詞を見ると、い

る、ある、する、など、どのようなテクスト・データでも共通して現れる語と、思う、のようにアン

ケートなど意見が表明されているテクスト・データに多く現れるものとがある。これから先の解析で

は、このようなテクスト・データに特徴的に現れる語に注目した解析が重要である。次に、形容詞と

形容動詞を見る。欲しい、ほしい、などの表現は、意見が表明されているテクスト・データに多く現

れるものであり、要望を示す表現を含む場合が多い。なお、マイナスのイメージを持つ語は、その度

合いに応じて、2段階で赤く表示される。（本稿ではイタリック、およびイタリックの太字で示した。）

3.2.2. 係り受け頻度表からの解析

　次の段階で、どのような語がどのような語と関係しているかを見ていくこととなる。具体的には、

係り受け関係を見ることにより知ることができる。表 3に、係りが名詞で受けが動詞の係り受け頻度

表２「ケータイ」の出現語頻度表 ( 各品詞上位 20位 )

表 3　係り受け頻度表（名詞 ‒動詞の例）
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表の例を、表 4に、係りが名詞で受けが形容詞・形容動詞の係り受け頻度表の例を示す。この表は、

縦軸方向に係りの語があり、横軸方向に受けの語があり、それらの交点に係り受けの頻度（回数）を

示してある。左上に頻度の高いものが並ぶようにしてある。表 3で、「便利」が係り語で、「思う」が

受け語であるものがもっとも頻度が高いことがわかる。この表を交点で見るだけではなく、一行を見

ることにより、係り語がどのような語を受けとしているかや、一列を見ることにより、受け語がどの

ような語を係りとしているかを見ることができる。このことにより、このテクスト・データの全体像

に関する想定をしていくことができる。表の大きさは、解析者が、縦・横それぞれ必要な大きさを指

定することにより、大きくすることも小さくすることもできる。

　ただし、係り受け頻度表では、係り受けの関係を見るときに、助詞がないので、子供「が」持つの

か、子供「を」持つのか、はこの段階では明確ではない。そこで、次に、助詞を含めた関係を見る方

法について説明する。

3.2.3. 基礎意味チャンク集計表からの分析

　係り語、助詞、受け語を頻度順に並べたものが、基礎意味チャンク集計表である。表 5に例を示す。

もっとも頻度の高い係り語・受け語の対を 1行目に配置し、その語に付く助詞を配置したものを繰り

返し記述した表である。この例では、「マナー」が係り語で「守る」が受け語であるもののうち、助

詞を含めて見ると「マナーを」という表現がもっとも頻度が高いことがわかる。述語としては、他に

もさまざまな表現があることがわかる。助詞を含めて頻度の高い係り受けを見ることにより、そのテ

クスト・データに書かれている内容の傾向を読み取ることが可能となる。

　係り語が二個の基礎意味チャンク集計表の例を表 6に示す。ここでは、共通の述語に係る二つの語

が助詞を伴って頻度順に表示される。なおこの例では、一定頻度以下のものは表示しないようにして

いる。

表 4　係り受け頻度表（名詞 - 形容詞・形容動詞の例）
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3.2.4. 基礎意味チャンク一覧表

　係りと受けを指定して検索し、結果を係り語と受け語のパターンが似た順にソートして表示したも

のが基礎意味チャンク一覧表である。表 7に、「子供」を係り語として、受け語は何でもいいと指定

して検索した結果の一部を示す。この例では、文としては似ているかどうかわかりにくいものでも、

「子供が」と「携帯を」を含むという点で似ているものが 1箇所に続けて表示される。これを読むこ

とにより、「子供が携帯を持つことに対する否定的な見解が数多く書かれている」ことがわかる。

ここで、このような解釈を導き出すことは、解析者にとっては比較的当然のこととして行えることで

あるが、コンピューターが自動的に行うことはほとんど不可能である、ということに注目してほしい。

それは、複数の文に共通する意味を自分のことばに置き換えて一言で表現するという行為だからであ

る。

　逆に、このような解釈を導き出すために、係り受けの似たパターンを集めるということを人間が行

うことはとても困難であるが、コンピューターにとっては容易なことである。したがって、「子供が

携帯を持つことに対する否定的な見解が数多く書かれている」という解釈を完全自動で行うことはで

きないし、すべてを人力で行うことは多大な労役を伴うものである、といえる。

表 5　基礎意味チャンク集計表の例 表 6　基礎意味チャンク集計表の例
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3.3. 効果

　以上、テクスト・データを解析する手順を順番に見てきたが、本方法により、次のような効果があ

ることがわかる。

（1）解析に先立って、あらかじめ「読み込む」という作業が不要である。すでに述べたように、数千

件の自由回答文を解析する前に、読み込むという作業に、数日から 1週間を要する。この部分が不要

となる。

（2）ダイナミックに観点を変えながら、迅速にテクスト・データの内容を概観し集約することができ

る。たとえば、「子供」に関してどのように語られているか、「マナー」に関してはどうか、など、思

ったときに、検索しその結果を見ることにより、即座に何が語られているかがわかる。コンピュータ

ーがなければできないことである。本方法では、基本的には、基礎意味チャンクという係り受けを束

ねた構造により、語と語が関連付けられ、そのことにより、関連のある語が引き出される仕組みによ

り実現している。

（3）解釈された内容が妥当であることの根拠を、基礎意味チャンクを使って示すことができるので、

説得性・納得性が高い。これは、人の行った解釈の理由を、その解釈を行ったときに参照した基礎意

味チャンクを使って確認できるということである。

表７　基礎意味チャンク一覧表の例
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4. 本方法の応用

　本方法で解析された結果は、人々の思いを簡潔にとりまとめて表現したものとなり、各種の判断に

有用な根拠となる。そのことをよりわかりやすく示すために、可視化することは重要である。特に、

性別・年齢のようなテクスト外属性とともに説明することで、全体像だけではなくその中の群が持つ

特徴も知ることが可能となる。そこで、本章では、そのような観点から、可視化の例を見ていくこと

にする。

4.1. R による可視化（例）

　図 3に、ここで使用しているテクスト・データの年齢と性別のクロス集計を、Ｒのモザイク・プロ

ットにより示したグラフを示す。このグラフで、各棒の幅は、年代の構成比を示している。30～ 39

歳が一番幅が広く、もっとも人数が多いことを示す。次に各棒の縦軸方向の分割の位置は、各年代で

の男性・女性の人数比を示している。全般に女性が多いことがわかる。したがって、各長方形の面積

の大小は x軸と y軸に示された各分類に属するサンプルの数の大小を示す。ここで、このグラフは

縦軸・横軸ともにテクスト外属性である。

　これと同じように、本方法による解析結果を表示した例を図 4に示す。この例は、本文中に「子供」

が係り語であるものを 1とし、そうでないものを 0で示したものである。ここで、1となっている部

分の y軸方向の高さを見ることにより、子供に関して何かを語っているのは、年齢により違いがある

図 3　モザイク・プロットの例（年齢X性別）
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ことがわかる。この例では 40～ 49歳の人が他の年代に比べて多く言及していることがわかる。

　図 5に、マナーについて語っている例を示す。マナーについて何かを語っている年齢は、30～ 39

歳が他の年代に比べて多く、19歳以下が少ないことがわかる。

図 4　モザイク・プロットの例（年齢X子供）

図 5　モザイク・プロットの例（年齢Xマナー）
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　このように、年代により意見に差があることを知り、その理由を知るために特定の群のテクスト・

データの解析へと進んでいく。その解析とは、すでに述べた出現語頻度表、係り受け頻度表、基礎意

味チャンク集計表、基礎意味チャンク一覧表を用いて絞り込まれたデータを解析することである。

5. 今後の研究

　以上見てきたように、対象となるテクスト・データ全般にわたってまず本方法による解析を行い、

傾向をつかんだ上で、年代や性別などのテクスト外属性で分割してみていく方法と、あらかじめ、テ

クスト外データで分割しておいて、それらのグループ間での違いの原因をテクスト・データから見出

す方法とがある。今後は、実際のテクスト・データを解析する中で、これらの効果的な使用方法を見

出していくことに重点をおく予定である。このことにより、人々の思いを、多くの人々が相互により

よく理解しあえる、現実の社会で役に立つ方法論を確立していきたい。
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Economic Bubble and after the Economic Crisis: 
Human Security and Health Policy Options

September 
2004

53 中林啓修 先進国の治安政策と「人間の安全保障」――EU
司法・内務政策を巡る考察――

2004年9月

54 Yuichi Ito Globalisation, Regional Transformation and 
Governance――The Case of East Asian Countries
――

January 2005

55 孫　前進
陳　宏
香川敏幸

东北亚经济空间形成中的流通环境分析
［中国語論文］

2005年1月

56 厳　網林
小島朋之
早見　均

运用京都协议书清洁开发机制（CDM）构筑可持续
的植树造林机制――日本庆应义塾大学与中国沈阳
市林业局合作造林的实践经验［中国語論文］

2005年1月

57 白井早由里 開発援助（ODA）のもたらすマクロ経済問題――
総合政策学アプローチに向けて――

2005年1月

58 白井早由里 援助配分・供与についての新しいアプローチ――
ヒューマン・セキュリティとミレニアム開発目標
の達成に向けて――

2005年1月

59 小暮厚之 多変量保険リスク管理への共単調性アプローチ
――ヒューマンセキュリティへの基盤研究――

2005年4月
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60 枇々木規雄 動的投資決定のための多期間ポートフォリオ最適
化モデル――ヒューマンセキュリティへの基盤研
究――

2005年4月

61 松山直樹 変額年金保険のリスク管理（現状と課題）――
ヒューマンセキュリティへの基盤研究

2005年4月

62 工藤康祐
小守林克哉

EIA（株価指数連動型年金）に含まれるオプショ
ン性について――ヒューマンセキュリティへの基
盤研究――

2005年4月

63 田中周二 第三分野保険（医療、就業不能、介護）の経験表
の作成について――ヒューマンセキュリティへの
基盤研究――

2005年4月

64 田中周二 大論争「現行アクチュアリー実務は間違っている
のか」――ヒューマンセキュリティへの基盤研究
――

2005年4月

65 厳　網林
宮坂隆文

衛星データによる砂漠化進行の時系列分析と農業
政策による影響の考察――中国内蒙古自治区ホル
チン砂地を事例として――

2005年4月

66 中林啓修 司法・内務分野におけるEUの対中東欧支援政策
――「人間の安全保障」実現にむけた国際協力構
築の一形式――

2005年4月

67 青木節子 宇宙の軍事利用を規律する国際法の現状と課題 2005年4月

68 青木節子 適法な宇宙の軍事利用決定基準としての国会決議
の有用性

2005年4月

69 岡部光明
光安孝将

金融部門の深化と経済発展――多国データを用い
た実証分析――

2005年4月

70 森平爽一郎
神谷信一

日本の家計はバブル崩壊以降危険回避的であった
のか？

2005年4月

71 小暮厚之
長谷川知弘

将来生命表の統計モデリング：Lee-Carter 法とそ
の拡張――ヒューマンセキュリティへの基盤研究
――

2005年4月

72 山田　悠
小暮厚之

取引システムが価格形成に与える影響の分析――
総合政策学の視点による研究――

2005年7月

73 駒井正晶 住宅バウチャー：アメリカの経験に学ぶ 2005年7月

74 安井　綾
平高史也

「ヒューマンセキュリティの基盤」としての言語政
策

2005年7月

75 野中　葉
奥田　敦

インドネシアにおけるジルバッブの現代的展開に
おける総合政策学的研究――イスラームと向き合
う世俗高学歴層の女性たち

2005年7月

76 岡部光明 総合政策学の確立に向けて（1）：伝統的「政策」
から社会プログラムへ

2005年8月
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77 岡部光明 総合政策学の確立に向けて（2）：理論的基礎・研
究手法・今後の課題

2005年8月

78 國領二郎 ネットワークと総合政策学 2005年8月

79 小島朋之
厳　網林

総合政策学による環境ガバナンスの実践――東ア
ジアにおける環境問題と国際政策協調スキームの
構築――

2005年8月

80 白井早由里 開発援助政策のマクロ経済学と制度アプローチの
融合――総合政策学によるメソッドの提案――

2005年8月

81 梅垣理郎 ヒューマンセキュリティと総合政策学 2005年11月

82 大江守之
平高史也

問題解決実践と総合政策学――中間支援組織とい
う場の重要性――

2005年11月

83 平高史也 総合政策学としての言語政策 2005年11月

84 岡部光明 日本企業：進化する行動と構造――総合政策学の
視点から――

2005年11月

85 白井早由里 中国の人民元改革と変動相場制への転換――経済
政策と為替制度の総合政策学アプローチ――

2006年2月

86 椎名佳代 
平高史也

異文化間ビジネスコミュニケーションにおける
通訳者の役割――日本語・英語の場合――

2006年2月

87 Setsuko Aoki Nonproliferation, Arms Control and Disarmament:
Asian Perspective

February 
2006

88 Setsuko Aoki International Legal Cooperation to Combat 
Communicable Diseases: Hope for Global 
Governance? 

February 
2006

89 Moriyuki Oe Problems and Implications of Japan’s 
Aging Society for Future Urban Developments

March
2006

90 石井大一朗
澤岡詩野
舟谷文男
大江守之

北九州市若松大庭方式にみる本人本意に基づく
サービス提供――包括地域ケアシステムの実現に
向けた総合政策学アプローチ――

2006年3月

91 岡部光明 金利と日本経済――金融の量的緩和政策の評価と
展望――

2006年3月

92 鄭　雨宗 EU諸国のエネルギー地域特性に基づく京都目標
へのコミットメント――ヒューマンセキュリティ
に向けた EU諸国の取組み――

2006年3月

93 青木節子 第一期ブッシュ政権の大量破壊兵器管理政策
にみる「多国間主義」

2006年3月

94 舘野昌一
深谷昌弘

テクスト意味空間分析法を実現する TextImiの
紹介

2006年3月
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95 秋山　優
深谷昌弘
舘野昌一

構文情報を利用した意見表示モジュールの提案
――総合政策学の新研究手法の開発に向けて――

2006年3月

96 深谷昌弘
桝田晶子

人々の意味世界から読み解く日本人の自然観 2006年3月

97 早見　均
小島朋之
王　雪萍

日中友好植林活動のCDM国際認証に向けて：
地球温暖化対策・国際協調のガイドライン
論議における実践的総合政策学

2006年3月

98 山影　統
小島朋之

日本政府と国内の「人間の安全保障」認識の乖離
――国会の議論を中心に――

2006年3月

99 重松　淳
伴野崇生
曾　怡華
黃　佳瑩

遠隔会議を取り入れた外国語教育カリキュラムの
問題点――ヒューマンセキュリティへの基盤研究
――

2006年3月

100 白井　泉
大江守之

高齢者の居住形態に関する人口学的研究――高齢
者の配偶関係を考慮した所属世帯変動分析と将来
推計――

2006年3月
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「総合政策学ワーキングペーパー」投稿要領
2004年 12月 22日改訂

1.（シリーズの目的）　当ワーキングペーパーシリーズは、文部科学省 21世紀 COEプログラム「日本・アジ
アにおける総合政策学先導拠点 ---ヒューマンセキュリティの基盤的研究を通して」の趣旨に沿って行われた
研究成果をタイミングよく一般に公開するとともに、それに対して幅広くコメントを求め、議論を深めていく
ことにあります。このため編集委員会は、同プログラム事業推進担当者 30名（以下 COE推進メンバーという。
当 COEウエブページに氏名を掲載）またはその共同研究者等（下記の４を参照）による積極的な投稿を期待
しています。なお、主として研究論文を集録する当シリーズとは別に、専ら研究資料を集録するために「総合
政策学研究資料シリーズ（Policy and Governance Research Data and Document Series）」を 2004年 6月に新た
に創設しました。当 COEの研究領域や研究内容等はウエブページ（本稿末尾）をご参照ください。

２.（集録論文の性格）　シリーズに集録する論文は、原則として日本語、英語、または中国語で書かれた論文
とします。集録対象は、未発表論文だけでなく、学会報告済み論文、投稿予定論文、研究の中間報告的な論文、
当 COE主催ワークショップ等における報告論文、シリーズの趣旨に合致する既発表論文（リプリント）など、
様々な段階のものを想定していますが、性格的には原則として研究論文といえるものとします。集録論文のテ
ーマは比較的広く設定しますが、上記趣旨に鑑み、原則として総合政策学ないしその方法論、あるいはヒュー
マンセキュリティに関連するものとします。このため、論文主題、論文副題、あるいは論文概要のいずれかに
おいて原則として「総合政策学」または「ヒューマンセキュリティ」という用語のいずれか（または両方）が
入っていることを当シリーズ採録の条件とします。

３.（投稿の方法）　投稿は、論文の文書ファイル（図表等が含まれる場合はそれらも含めて一つのファイルに
したもの）を電子メールによって下記にあてて送信してください。文書ファイルは、原則としてMS-Wordま
たは LaTeXで書かれたものとします。後者による場合には、既刊ワーキングペーパーの様式に準じて作成し
ていただき、そのまま印刷できる様式のもの（camera-ready manuscript）をご提出ください。なお、投稿の締
切り期限は特に設けず、随時受け付けます。

４.（投稿資格）　当 COE推進メンバーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスの専任教員は直接投稿できる
ものとしますが、それ以外の研究協力者（共同研究者あるいは当 COEリサーチアシスタント等）は必ず当
COE推進メンバーを経由して投稿してください。この場合、経由者となる COE推進メンバーは、論文の内容
や形式等を十分に点検するとともに必要な修正を行い、責任が持てる論文にしたうえで提出してください。投
稿論文は、その著者としてＳＦＣ修士課程学生やＳＦＣ学部学生を含む共著論文であってもかまいません（た
だし学部学生は第一著者にはなれません）。著者としてＳＦＣ大学院以外の大学院生を含む場合には、修士課
程学生は第一著者になれず、また博士課程学生も原則として第一著者になれません。研究協力者がＳＦＣの内
部者、外部者のいずれの場合でも、投稿論文の著者（複数著者の場合はそのうち少なくとも１名）は博士課程
在籍中の学生またはそれ以上の研究歴を持つ研究者（当 COE推進メンバーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャ
ンパスの専任教員はこれに含まれる）であることを条件とします。

５.（論文査読の有無）　シリーズの趣旨に鑑み、一般の学術専門誌のような論文査読は行わず、できるだけ幅
広く集録してゆく方針です。ただし、シリーズの趣旨に合致する論文とは言いがたいと編集委員会が判断する
場合には、編集委員会は、１）当該論文の採録を見送る、２）掲載するうえで必要な改訂（体裁その他の点）
を著者にお願いする、３）当シリーズではなく「総合政策学研究資料シリーズ」への採録に回す、などの対応
をとることがあります。編集委員会が投稿原稿を受理した場合、通常 10日以内に必要な改訂の有無を執筆者
に電子メールで直接ご連絡します。なお、集録が決定した場合、鮮明な印刷原紙作成のために図表等の原デー
タ（例えば Photoshop EPSなど）の提出をお願いする場合があります。
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６.（投稿料・原稿執筆料）　投稿料は不要です。一方、原稿執筆料は支払われません。集録論文の著者には当
該ワーキングペーパーを原則として 40部進呈いたします（それ以上の場合も十分対応できますので申し出て
下さい）。

７.（著作権）　ワーキングペーパーの著作権は、当該論文の執筆者に帰属します。

８.（公開方法）　本シリーズに含まれる論文は、編集委員会が統一的な様式に変換したうえで冊子体に印刷し
て公開します（既刊論文をご参照。なお提出原稿にカラー図表等が含まれていても構いませんが、それらは冊
子印刷に際しては全てモノクロとなります）。またウエブ上においても、原則としてすべての論文を PDFファ
イル形式でダウンロード可能なかたちで掲載し、公開します。

９.（原稿執筆要領）　提出原稿の作成にあたっては、次の点に留意してください。
　１）A4版、横書き、各ページ１列組み（２列組みは不可）。
　２）活字サイズは、日本語または中国語の場合 10.5～ 11ポイント、英語の場合 11~12ポイントとする。１
ページあたりの分量は、日本語または中国語の場合１ページ 40字 30行、英語の場合１ページ 30行をそれぞ
れ目安とする。（これら３つの言語以外の言語による場合は適宜読み替える。以下同様。）
　３）タイトルページ（１枚目）には、論題、著者名、著者の所属と肩書き（大学院生に場合には修士課程在
学中か博士課程在学中かを明記のこと）、著者の電子メールアドレスのほか、必要に応じて論文の性格（学会
発表の経緯など）や謝辞を記載。「COEの研究成果である」といえる場合には必ずその旨を記載する。なお、
日本語論文の場合は、論題（メインタイトルおよびサブタイトル）ならびに著者名の英語表示もページ下方に
適宜記載する（当該論文には印刷しないが、英文ワーキングペーパー末尾に付ける既刊一覧表で必要となるた
め）。
　４）その次のページ（２枚目）には、論題、著者名、概要、キーワード（4-6つ程度）を記載。概要は必須とし、
一つのパラグラフで記載する。その長さは 7-12行（日本語論文または中国語論文の場合は 250字 -400字程度、
英文論文の場合は 150語程度）を目安とし、単に論文の構成を記述するのではなく分析手法や主な結論など内
容面での要約も必ず記述する。なお、中国語論文の場合の概要は、中国語に加え、英語または日本語でも付け
ること。
　５）本文は、その次のページ（３枚目）から始める。
　６）タイトルページを第１ページとし、論文全体に通しページ（下方中央）を付ける。
　７）注は、論文全体として通し番号をつけ、該当ページの下方に記載する（論文の最後にまとめて記載する
のではなく）。
　８）図と表は区別し、それぞれ必ずタイトルをつける。またそれぞれ通し番号をつける。それぞれの挿入箇
所を明示する（図表自体は論文末尾に一括添付する）か、あるいは本文中に直接はめ込むか、いずれでもよい。
　９）引用文献は、本文の最後にまとめて記載する。その場合、日本語文献、外国語文献の順。日本語文献は「あ
いうえお」順、外国語文献は「アルファベット」順。
　10）文献リストには、引用した文献のみを記載し、引用しなかった文献は記載しない。
　11）論文の長さは、特に制約を設けないが、研究論文として最も一般的な長さと考えられるもの（本文が
15-30ページ程度）を目安とする。

10.（投稿要領の改訂）　投稿要領の最新時点のものは、随時、当 COEのウエブページに掲載します。

　論文の投稿先：　coe2-wp@sfc.keio.ac.jp

　論文冊子の入手その他：　coe2-sec@sfc.keio.ac.jp

　論文の PDF版（COEウエブページ）：　http://coe21-policy.sfc.keio.ac.jp/

　ワーキングペーパーシリーズ編集委員：　岡部光明（編集幹事）、梅垣理郎、駒井正晶


